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本日のポイント

連結経常収益は、前年度に投入した新商品の反動減等により減収となったが、収益性の
高い主力商品や成長分野での保険商品の販売は順調に推移し、想定線上。金融環境が
厳しい中、従来からリスク管理を進めてきた成果としてキャピタル損益は前期比で改善す
るなど、連結業績に与える影響は一定程度に抑制

２０１２年９月末のグループエンベディッド・バリューは金利低下・国内株式市場の調整を
受け前期末の約2兆6,600億円から約2兆4,800億円に減少。豪ＴＡＬの貢献もあってグ
ループの新契約価値は増加

２０１３年３月で終了する中期経営計画は達成に向けて順調に進捗。新計画においては、
現行から続く財務的課題に目処を付け、さらなる成長機会の追求を志向
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２０１３年３月期第２四半期決算の概要

２０１３年３月期業績予想
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（億円） ＜参考＞

進捗率(a/b)

24,697 23,377 △1,320 △5% 45,960 51%

第一生命単体 22,483 20,373 △2,110 △9% 39,880 51%

604 888 +284 +47% 1,380 64%

第一生命単体 761 886 +125 +16% 1,560 57%

123 280 +156 +127% 250 112%

第一生命単体 61 300 +238 +388% 440 68%

純利益

13/3期
2Q累計(a)

13/3期
業績予想(b)

12/3期
2Q累計

経常収益

経常利益

前年同期比

業績ハイライト

連結経常収益はほぼ想定ラインに沿って着地

連結経常利益ならびに連結純利益についてはリスク管理を継続した結果、金融市
場からの影響を抑制し、通期予想に対して高い進捗を実現

第一生命グループ業績
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グループ各社の業績

第一生命グループ業績

（1） 豪TALの数値は、オーストラリアの会計基準で作成した財務諸表を、当社の開示基準に準じて組み替えた上で開示しております

（億円） （億円） （百万豪ドル） （億円）

12/3期 13/3期 前年 12/3期 13/3期 前年 12/3期 13/3期 前年 12/3期 13/3期 前年

2Q累計 2Q累計 同期比 2Q累計 2Q累計 同期比 2Q累計 2Q累計 同期比 2Q累計 2Q累計 同期比

経常収益 22,483 20,373 △9% 1,678 2,198 +31% 1,095 1,195 +9% 24,697 23,377 △5% 

　保険料等収入 16,000 14,299 △11% 1,485 2,037 +37% 818 962 +18% 18,076 17,077 △6% 

　資産運用収益 4,923 4,850 △1% 192 159 △17% 13 105 +690% 5,062 5,042 △0% 

経常費用 21,722 19,486 △10% 1,898 2,278 +20% 994 1,098 +10% 24,093 22,488 △7% 

　保険金等支払金 12,212 11,710 △4% 457 563 +23% 550 639 +16% 13,045 12,737 △2% 

　責任準備金等繰入額 2,385 1,960 △18% 836 1,405 +68% 72 157 +119% 3,055 3,395 +11% 

　資産運用費用 2,879 1,882 △35% 529 218 △59% 106 17 △84% 3,437 2,056 △40% 

　事業費 2,035 1,987 △2% 70 85 +21% 227 241 +6% 2,289 2,283 △0% 

経常利益（△は損失） 761 886 +16% △ 220 △ 79 -- 101 97 △4% 604 888 +47% 

　特別利益 4 45 +891% -- -- -- -- -- -- 235 45 △81% 

　特別損失 296 205 △31% 0 1 +146% 2 -- -- 300 207 △31% 

　少数株主損失（△） -- -- -- -- -- -- -- -- -- △ 21 △ 6 △71% 

中間純利益（△は損失） 61 300 +388% △ 220 △ 81 -- 63 68 +8% 123 280 +127% 

【連結】【第一生命】 【第一フロンティア生命】 【豪TAL】(1)
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進捗率は高いものの、下半期に向けて会計上の費用負担が本格化する

こと等から、通期業績予想は据え置き

第一生命グループ業績予想

（1） 持分考慮後

（億円）
12/3期 13/3期（予） 増減

経常収益 49,317 45,960 △ 3,357
第一生命単体 43,982 39,880 △ 4,102
第一フロンティア 4,148 4,430 + 281
TAL （百万豪ドル） 2,041 2,090 + 48

経常利益 2,259 1,380 △ 879
第一生命単体 2,437 1,560 △ 877
第一フロンティア △ 282 △ 250 + 32
TAL （百万豪ドル） 142 100 △ 42

当期純利益 203 250 + 46
第一生命単体 176 440 + 263

第一フロンティア (1) △ 257 △ 234 + 23
TAL （百万豪ドル） 93 70 △ 23

１株当たり配当金 1,600円 1,600円  ±0円

（参考）

3,024 2,700程度 △ 324
基礎利益
（第一生命単体）

２０１３年３月期業績予想（期初予想から変更なし）
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ＥＥＶ
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ヨーロピアン・エンベディッド・バリュー（１）

ＥＥＶ

第一生命（単体） （億円） 第一フロンティア生命 （億円）

12/3末 12/9末 増減 12/3末 12/9末 増減

ＥＥＶ 27,150 25,285 △1,865 ＥＥＶ 1,222 1,231 +9

修正純資産　　 19,962 19,467 △495 修正純資産　　 1,132 1,203 +70

保有契約価値　　　 7,187 5,818 △1,369 保有契約価値　　　 89 28 △61

12/3期
上半期

13/3期
上半期

増減
12/3期
年間

12/3期
上半期

13/3期
上半期

増減
12/3期
年間

新契約価値 609 699 +89 1,681 新契約価値 13 1 △11 24

第一生命グループのEEV （億円）

12/3末 12/9末 増減

ＥＥＶ 26,615 24,848 △1,766

修正純資産 18,670 18,245 △425

保有契約価値 7,944 6,603 △1,341

12/3期
上半期

13/3期
上半期

増減
12/3期
年間

新契約価値 694 798 +104 1,877
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ヨーロピアン・エンベディッド・バリュー（２）

ＥＥＶ

TAL （億円） ＜参考＞TAL（豪ドルベース） （百万豪ドル）

12/3末 12/9末 増減 12/3末 12/9末 増減

ＥＥＶ 1,364 1,454 +90 ＥＥＶ 1,596 1,792 +196

修正純資産　　 687 694 +6 修正純資産　　 805 856 +51

保有契約価値　　　 676 759 +83 保有契約価値　　　 791 936 +144

12/3期
上半期

13/3期
上半期

増減
12/3期
年間

12/3期
上半期

13/3期
上半期

増減
12/3期
年間

新契約価値 72 97 +24 174 新契約価値 96 120 +23 204

（1） 2012年度上半期に、豪州TALグループにおける実質的な持株会社機能をTAL LimitedからTAL Dai-ichi Life Australia Pty Ltdへ移転しました。これに伴い、グループＥＥＶ算出
にあたっての評価アプローチを改め、連結するＴＡＬグループ内の対象会社をTAL LimitedからTAL Dai-ichi Life Australia Pty Ltdへ変更しています。

（2） ＴＡＬの完全子会社化は2011/5/11に完了しましたが、12/3期におけるＴＡＬの新契約価値の計算においては、2011/4/1から5/10までの新契約価値を含めて計算しています。

12/3期上半期の新契約価値：
11/9末の為替レート（1 豪ドル＝75.17円）を使用

12/3末EEV・12/3期年間の新契約価値：
12/3末の為替レート（1 豪ドル＝85.45円）を使用

12/9末EEV・13/3期上半期の新契約価値：
12/9末の為替レート（1 豪ドル＝81.12円）を使用
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±0

△278△3,772

△32

+48+1,668+49+798

24,848
26,366

10,000

20,000

30,000

12/4始（調整後） 12/9末

ＥＥＶ変動要因分析

＜参考①＞ 修正純資産・保有契約価値別の内訳（項目は上グラフに対応） （億円）

修正純資産 18,456 ±0 △14 ＋92 △188 ＋48 △6 △142 ±0 18,245
保有契約価値 7,910 ＋798 ＋63 ＋1,576 ＋188 ±0 △26 △3,630 △278 6,603
合計 26,366 ＋798 ＋49 ＋1,668 ±0 ＋48 △32 △3,772 △278 24,848

＜参考②＞ 各社別の変動要因（項目は上グラフに対応） （億円）

第一生命 26,990 ＋699 ＋10 ＋1,629 ±0 ＋63 △1 △3,817 △288 25,285
フロンティア 1,222 ＋1 ＋17 ＋43 ±0 △16 △4 △30 △2 1,231
ＴＡＬ 1,266 ＋97 ＋23 ±0 ±0 ＋1 △27 ＋80 ＋11 1,454
グループ 26,366 ＋798 ＋49 ＋1,668 ±0 ＋48 △32 △3,772 △278 24,848

前提条件
と実績の
差異
（経済前提）

ＥＥＶ

（１） EEVの変動要因分析について詳しくは2012年11月19日公表「2012年9月末ヨーロピアン・エンベディッド・バリューの開示について」を参照してください。

（２） 左記の項目以外にＥＥＶを変動させた要因、具体的には日本の消費税変更の影響、その他モデルの変更による影響を含みます。

（１）

ＥＶの基礎的な成長部分（OpRoEV=9.6%)

（億円）

新契約
価値

期待収益
（ﾘｽｸ･ﾌﾘｰ･
ﾚｰﾄ分）

前提条件
と実績の
差異
（非経済前提）

保有契約
価値から修
正純資産
への移管

期待収益
（超過収益分）

前提条件
の変更
（非経済前提）

その他（２）
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内訳 【第一生命】 【第一フロンティア】 ＴＡＬ （億円）

12/3期上半期
（減税前）

13/3期上半期
（減税後）

増減
12/3期上半期
（減税前）

13/3期上半期
（減税後）

増減
12/3期上半期
（減税前）

13/3期上半期
（減税後）

増減

新契約価値 （Ａ） 609 699 ＋89 13 1 △11 72 97 ＋24
収入保険料現価
（Ｂ）

14,082 12,620 △1,462 1,224 1,810 ＋586 554 987 ＋433

新契約マージン
（Ａ／Ｂ）

4.33% 5.54% ＋1.21
ポイント

1.09% 0.11% △0.99
ポイント

13.11% 9.88% △3.23
ポイント

【第一生命グループ】 （億円）

12/3期上半期
（減税前）

13/3期上半期
（減税後）

増減

新契約価値 （Ａ） 694 798 ＋104
収入保険料現価 （Ｂ） 15,739 15,238 △500
新契約マージン （Ａ／Ｂ） 4.41% 5.24% ＋0.83ポイント

新契約価値

ＥＥＶ

主な要因
＋法人税減税
＋解約失効率の改善

主な要因
▲金利低下
（定額年金の利ざや減少）

主な要因
＋個人／団体保険の販売増
＋金利低下
（将来利益現価の増加）
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新契約マージンの国際比較

日本の生命保険市場は世界で第２位の市場規模

世界の主要生命保険会社の中で、高い新契約マージンを維持

保険料収入の国別シェア（2011年度） (1)

米国
538

日本
525

英国
210フランス

175

中国
135

ドイツ
114

イタリア
105

その他
826

世界計: 
2兆6,269 億米ドル

8.0%
4.3%

20.5%

20.0%

6.7%
5.1%

4.0%

31.5%
43

309
234

821

0

100

200

300

900

日本 米国 英国 フランス

生命保険会社数 (2)

（社）

新契約マージン (3)(4)

6.2%
5.9%

4.0%

5.4%
6.0% 5.8%

1.7%
2.2%

2.3%

1.8%
2.2%

2.6%
2.3% 2.3%

2.2%

5.5%5.5%
5.4%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

FY09FY10FY11

第一生命
グループ

第一生命
単体
ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙ ゼネラリ アクサ アリアンツ

FY09FY10FY11FY09FY10FY11FY09FY10FY11FY09FY10FY11FY09FY10FY11

____________________
出所: スイス再保険「シグマレポート No.3/2012 “World insurance in 2011” (2012年5月発行)」、社団法人生命保険協会、米国生命保険協会、英国保険協会、フランス保険企業協会、各社発表資料
(1) 日本市場の数字は2011年4月から2012年3月31日までの累計を2011年度として他国と比較しています。
(2) 日本の企業数は2012年3月現在、米国・英国・フランスの企業数は2010年12月現在のものです。
(3) 第一生命グループのＥＥＶは第一生命のＥＥＶに第一フロンティア生命保険株式会社のＥＥＶのうち第一生命の出資比率に基づく持分を加え、第一生命が保有する第一フロンティア生命保険株式会社の株式の簿価を控除することにより算出しています。
(4) 新契約マージン＝新契約価値÷収入保険料現価

（単位：10億米ドル）

ＥＥＶ
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0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

10/3期 11/3期 12/3期

第一生命

Ｐ社

Ａ社

第一生命グループの新契約価値の成長性

1,189 

1,581 

1,877 

333 
472 

694 
798 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

10/3期 11/3期 12/3期 13/3期

通期 上半期

（百万米ドル）（億円）

第一生命グループの新契約価値の推移 アジアで展開する生保とのグループ新契約価値比較

(11/11期)

(10/11期)

(09/11期)

(11/12期)

(10/12期)

(09/12期)

(ＥＥＶ)

(ＴＥＶ)

(ＭＣＥＶ)

ＥＥＶ
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２０１１－１２年度

中期経営計画の進捗報告
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新中期経営計画（１２/３期～１３/３期）の骨子

健全性

企業価値向上

トップライン

成長事業比率

効率性

株主還元

保有株式の削減・資産デュレーション長期化

ＥＶ成長率（ＲＯＥＶ）＝８％の平均的成長※

１３/３期連結当期純利益 ２５０億円

１３/３期の個人保険・個人年金の保有契約年換算保険料
１１/３期に比べ約３％成長

成長事業（第一フロンティア／海外生保／ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）の
連結利益貢献度が１６/３期３０％

０９/３～１３/３期で固定コストの15％を削減※

配当性向２０～３０％

※ 経済環境の前提が現在の水準から大きく乖離することなく推移すると仮定しています。

成
長
性

２０１１－１２年度中期経営計画の進捗報告
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人口動態の変化に伴う新たな保障ニーズが市場を牽引

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

1985年

2025年予想

少子化

高
齢
化

家族のための
保障ニーズ

病気や老後に
備えるニーズ

0

5

10

15

20

25

06
/3
07
/3
08
/3
09
/3
10
/3
11
/3
12
/3

12
/6
末

個人年金

個人保険

第三分野

12/3までの５年間の
年率成長率

5.3%

-0.3%

2.6%

1.2%

定期預金代替として
銀行窓販経由で一
時払終身保険の販
売が増加

日本の人口ピラミッドの変化 日本の生保 保有年換算保険料の推移

（出所）総務省、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」を基に当社作成 （出所）株式会社保険研究所「インシュアランス」統計号各号、生命保険協会資料を基に当社作成

２０１１－１２年度中期経営計画の進捗報告
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高
低

低 高市場シェア

市
場
の
期
待
成
長
度 第三分野

個人保険
（死亡保障）

個人向け貯蓄性商品

アセットマネジメント

海外
事業

Unattractive Profit Center

Growing ContributorNew Initiatives

個人向け保障

内部成長のみならず、Ｍ&Ａなど外部成長の
機会を志向

アジア太平洋地域における展開

海外生保事業

死亡保障市場
第一分野におけるシェア向上
事業費効率の改善
成長市場
第三分野
個人向け貯蓄性商品

国内生保事業

DIAMアセットマネジメントの預り資産の成長
国内外で成長の機会を追求

アセットマネジメント事業

第一生命グループの事業ポートフォリオと中長期戦略

２０１１－１２年度中期経営計画の進捗報告
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第一生命グループ年換算保険料 (1)

成長分野における保有契約年換算保険料は、着実に成長

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

08/3末 09/3末 10/3末 11/3末 12/3末 12/9末

海外保険事業

第三分野

貯蓄系

死亡保障系

（1） 第一生命（個人保険・個人年金保険）、第一フロンティア生命、第一生命ベトナム、TAL Limitedの合算ベース（11/3末以前のTAL Limitedについては、持分を乗じた数値を合算）

（億円）

成
長
分
野

２０１１－１２年度中期経営計画の進捗報告
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■第一生命グループ会社

■第一生命（単体）

次期中期経営計画（14/3期～16/3期）の方向性（１）

資本

利益

健全性
リスク

③ 固定的事業費の削減
⇒百億円単位でさらなる削減を検討（3年累計）

④追加責任準備金集中積立（～16/3期）による負債コスト削減
⇒毎年追加的に70～80億円の負債コスト削減効果

① 第一フロンティア生命
⇒危険準備金Ⅲの積立に目処をつけ（13/3期）、定額年金も含めた

AUMの順調な積み上がりを受けて、単年度黒字化を視野に

① マーケティング：市場変化や料率改定を見据え、ター
ゲティング進化・商品投入・販売チャネル多角化など
、より柔軟な対応を進め、新市場創造・シェア向上

② 第三分野（医療＋介護）・貯蓄性事業に積極的に資
源投下

基
礎
利
益
の
安
定
化

② 海外事業
⇒海外生保事業・アセットマネジメント事業の展開加速による利益貢献

内外保険事業等における
フロー利益の維持・向上 保

険
関
係
損
益

安
定
化

第一生命、フロンティア、海外事業において収益の更なる伸展をはかり、今までとは異なる局面へ

グ
ル
ー
プ
シ
ナ
ジ
ー
に
よ
る
売
上
拡
大

２０１１－１２年度中期経営計画の進捗報告
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次期中期経営計画（14/3期～16/3期）の方向性（２）

健全性

利益

資本 リスク

リスク性資産のコントロール
ALMの一層の推進
（金利水準に留意した取組）

成長分野への規律ある資
本配賦

■リスク管理

②テールリスクへの対応
⇒銀行窓販戦略における商品の選別
⇒金利上昇を想定した動的解約リスクへの対応

①追加的なリスクコントロール策を検討

■資本管理

①財務基盤
⇒適正資本水準充足（信頼水準目標99.95%）、資本再配賦強化、追加
責任準備金集中繰入完遂

②事業投資規律
⇒厳格なスクリーニングに基づき事業投資・撤退を選別

対リスクで資本水準の向上を図り、投資余力を確保することで、成長投資を加速

グループ経営管理態勢・インフラの進化

２０１１－１２年度中期経営計画の進捗報告
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逆ざやと追加責任準備金

予定利率・基礎利回り・逆ざや（第一生命単体）

1,861

1,042 961 1,126 1,059

0

1,000

2,000

3,000

06/3 07/3 08/3 09/3 10/3 11/3 12/3 13/3 14/3 15/3 16/3

（億円）

3.24% 3.18% 3.13%

2.96%
2.89% 2.81% 2.73%2.72%

3.01%
3.14%

2.70%
2.56% 2.46% 2.38%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

1,220

426 648 828 903 914

△ 11

-500

0

500

1,000

1,500

06/3 07/3 08/3 09/3 10/3 11/3 12/3 16/3

【新規追加責任準備金繰入額】

【逆ざや】

【予定利率・基礎利回り・逆ざや】

平均予定利率 平均予定利率（追加責任準備金を積み立てない場合）
基礎利益上の運用収支等の利回り 逆ざや 追加責任準備金による逆ざや減少額

責任準備金積み増し効果（億円）

２０１１－１２年度中期経営計画の進捗報告
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５つの変革 ～ さらなる事業費削減とお客さま接点の強化

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

08/3期 09/3期 10/3期 11/3期 12/3期 13/3期予

（億円）

固定費削減計画（1）

（１）中期経営計画における固定費は、事業費中に含まれる管理職員・内勤職員等の人件費や
物件費、その他経常費用に含まれる減価償却費なども含む費用の合計です。

当初、固定費総額の10％にあたる350億円相当を、
13/3期までの５年間で削減する計画

11/3期までの３年間でその目標をほぼ達成

08/3期比で固定費の15％相当を削減

・事業所再編

・人事制度改革

・５つの変革プロジェクト

・ 支社・営業オフィスの統廃合

・保険事務の３層構造（営業オフィス/支社/本社）を２層化
・システム投資効率化

・事業費効率化と同時にお客さま接点分野を強化

事務
オペレーション

業務
フォーメーション

オフィス
インフラ

ワーク
スタイル

コスト
マインド

●事務の最適化・効率化
・事務集中部門での製造業アプローチを活用
した事務品質と生産性の同時追求
・生産性向上に向けた事務フロー改革
●事務集中
・支社事務の本社集中による効率化

●本社・支社の組織・人員の効率化
●お客さま接点への人財シフト

●営業効率を重視した店舗政策の構築
・大規模ショッピングモールへの営業オフィス
移転トライアル実施
●コスト効率を重視したオフィスの移転、賃料
削減、売却等の検討・実行

●付加価値の高い仕事、内向き→外向きの仕
事に向けたワークスタイルの変革
・時間生産性変革
・知的生産性変革

●従業員一人ひとりの意識・行動変革
・インセンティブ策設定
・各種指標の見える化推進
・新規物件費削減取組

取組概要 効果

固定給人件費

物件費

固定給人件費

※営業力強化

インフラ費用削減

物件費

新規施策

※ES向上

07/4/1 12/04/1 削減数
支社数 102 84 ▲ 18
営業オフィス数 1,603 1,263 ▲ 340

２０１１－１２年度中期経営計画の進捗報告
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最低保証
関連
損益等

内部留保費差・利差等

変額商品
（再保険有）

定額商品

現在の預り資産
【2012.9末 1.7兆】

（ヘッジ無）

（ヘッジ有）

●費差・利差等 ： 預り資産残高を積み増すことで費差・利差益等の基礎的収益が増加

●内部留保 ： 危険準備金Ⅲは今後数年で積立限度額に到達予定⇒以降会計利益は大きく改善

●最低保証関連損益 ： 金融環境が悪化した場合は最低保証に係る責任準備金の繰入等が発生（回復時には戻入となる）

2012.2Q当期純利益
▲15億 － ▲70億4億▲81億

2011年度当期純利益
▲52億 ▲157億 ▲82億7億▲285億

危険
準備金Ⅲ
繰入 最低保証

関連損益等

費差
利差
等

危険
準備金
Ⅰ・Ⅱ等
繰入

第一フロンティア生命のビジネスモデル

未積立額

積立済

（数年で積立予定）

危険準備金Ⅲ
積立状況

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0
(兆円)

２０１１－１２年度中期経営計画の進捗報告
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成長事業への取り組み 海外事業の展開

中国

2011年11月 合弁会社設立準備認可発表
本認可に向け手続きを継続中

ベトナム

インド

タイ

オーストラリア

2007年1月 バオミンＣＭＧ社を買収
日本の生保初のベトナム進出
当社100％出資

2008年8月 業務提携
当社100％出資

2007年12月 合弁契約書締結
2009年2月 営業開始
日本の生保初のインド進出
当社26％出資

2006年7月 団体再保険協定
2008年7月 戦略的業務提携
当社24％出資

2012年8月 出資・業務提携契約を締結
当社15～20％出資予定

米国

２０１１－１２年度中期経営計画の進捗報告
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参考データ

１． 日本の生命保険市場概観

保有年換算保険料、第三分野保有年換算保険料シェア ２６

２． 第一生命単体

「新・生涯設計」によるお客様層の拡大 ２７

事業費効率比較 ２８

「新・生涯設計」による営業職員の能力向上 ２９

「新・生涯設計」による契約品質の改善 ３０

基礎利益の変動要因分析 ３１

３． 第一生命の財務基盤強化に向けて

国内株式残高のコントロール ３２

デュレーションの長期化 ３３

ソルベンシー・マージン比率 ３４

金融市場への感応度 ３５

４． 銀行窓販市場と第一フロンティア生命 ３６

５． DIAMとジャナス・キャピタル・グループのAUM推移 ３７

６． 海外事業 ３８

７． 第一生命グループ各社のEEV感応度 ４１

８． グループ各社の財務諸表 ４５

９． 株主還元政策 ４９
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激しい競争下、ＡＬＭや収益性に配慮しながら相対的にシェアを維持

16.2% 16.1% 15.7% 15.7% 15.4% 15.3%

10.7% 10.6% 10.7% 10.8% 10.7% 10.6%

10.5% 10.5% 10.7% 10.9% 10.6% 10.6%

8.8% 8.6% 8.7% 9.1% 9.7% 9.7%

7.2% 7.2% 7.6% 7.0% 6.8% 6.9%

6.7% 6.5% 6.5% 6.6% 6.8% 6.8%

5.6% 5.7% 5.8% 6.0% 6.1% 6.1%
5.0% 4.9% 4.6% 4.5% 4.6% 4.5%
4.0% 4.1% 4.0% 3.6% 3.6% 3.5%
2.9% 3.1% 3.2% 3.3% 3.3% 3.3%

22.4% 22.6% 22.7% 22.6% 22.7% 22.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

08/3 09/3 10/3 11/3 12/3 12/6

A社 第一 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社

Ｆ社 Ｇ社 Ｈ社 Ｉ社 その他

21.2% 21.2% 21.1% 20.6% 20.1% 19.9%

12.4% 12.3% 12.2% 11.9% 11.6% 11.5%

10.7% 10.5% 10.3% 10.3% 10.1% 10.1%

10.3% 10.3% 10.3% 10.1% 9.9% 9.9%

7.4% 7.2% 7.1% 6.8% 6.6% 6.6%

6.4% 6.2% 6.0% 6.1% 6.1% 6.1%

5.4% 5.2% 5.1% 5.3% 5.7% 5.7%

4.4% 4.3% 4.3% 4.1% 3.9% 3.8%

3.4% 3.5% 3.4% 3.3% 3.2% 3.2%

3.8% 3.6% 3.5% 3.3% 3.1% 3.1%

14.7% 15.7% 16.7% 18.1% 19.7% 20.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

08/3 09/3 10/3 11/3 12/3 12/6

F社 Ａ社 第一 Ｂ社 Ｃ社 Ｇ社

Ｅ社 Ｊ社 Ｋ社 Ｄ社 その他

保有年換算保険料シェア推移 第三分野 保有年換算保険料シェア推移

（注） 保有年換算保険料シェア、第三分野保有年換算保険料シェアはかんぽ生命を除く。

（出所） 生命保険協会資料を基に当社作成

参考データ
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「新・生涯設計」によるお客さま層の拡大／競争力の高い商品投入
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１３年３月期第２四半期における新契約の被保険者年齢別分布

ジュニア ヤング 保障中核 シニア

１0年３月期実績

日本の人口ピラミッド

参考データ
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大手４社・上場２社の事業費効率

保険マージン（＝危険差益+付加保険料）と事業費はトレードオフの関係。保険マージンを分母に
事業費効率（注１、２、３）を比較。
事業費削減努力もあり、当社の事業費効率は比較的低位に抑えられている。

参考データ

注１）事業費÷（基礎利益+逆ざや額+事業費）
注２）基礎利益+逆ざや額+事業費＝（危険差益+利差損益+費差損益（＝付加保険料-事業費））+逆ざや額（＝利差損）+事業費＝危険差益+付加保険料
注３）上記 注１・注２における基礎利益には調整後基礎利益（基礎利益+ 変額年金の最低保証リスクに係る責任準備金繰入額）を使用

51.3% 52.8%

47.1%

53.2%
55.2%

58.1%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

55%

60%

65%

第一生命

（合算）

大手A社 大手B社 大手C社 上場E社 上場F社

2008

2009

2010

2011
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「新・生涯設計」～営業職員能力向上

（１） 第一生命単体ベース
（２） 営業職員については、第一生命と委任契約を締結しかつ生命保険募集人登録をしている者のうち、その他補助的業務に従事する者を除いております。
（３） 営業職員のうち、在籍３年以上の者の人数については、翌年度始（４月１日）現在の数字です。
（４） 各期間における新契約件数（転換含む）を分子、各期間の営業職員数（補助的業務に従事する者を除く）の平均値（期初・期末の数値より算出）を分母として計算しています。

42,708 43,480 42,820 43,270 43,857

23,420 23,955 24,644 25,307 25,816

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

09/3末 10/3末 11/3末 12/3末 12/9末

（人）

営業職員数（１）（２）（３）

うち、在籍３年以上

25.8 26.4

30.2 30.9

12.6
13.6

15.7
14.2

0

5

10

15

20

25

30

35

09/3期 10/3期 11/3期 12/3期 13/3期

（件）

営業職員一人あたり新契約件数（１）（４）

上
半
期

参考データ
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第一生命の解約失効高（個人保険・個人年金保険）（１）

2.6
1.7 1.8 1.7

2.4

1.8 1.7 1.6

2.2

1.8 1.8

1.9

1.8 1.7

10.0

4.694.66

5.605.79

0

5

10

15

09/3期 10/3期 11/3期 12/3期 13/3期
0

1

2

3

4

5

6

解約失効率（右軸）

（兆円） （％）

解約・失効高（通期）

「新・生涯設計」～契約品質と顧客満足度の改善

解約・失効高（1Q） 解約・失効高（2Q）

解約・失効高（3Q） 解約・失効高（4Q）

（１）第一生命単体ベース
（２）当社の「全国お客さま調査」は、お客さま満足度測定のため、1998年より実施しているアンケート調
査です。全国の個人及び法人の既契約者を対象に、様々な観点から外部機関によるアンケート調
査を実施しております。上記グラフは個人のお客さまの満足度を表示しています。

前期比：

△5.6%60.0 61.7 62.4 61.6

18.9 20.9 22.2 24.4

78.9
82.6 84.6 86.0

0

10
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80

90

100

09/3期 10/3期 11/3期 12/3期

やや満足 満足

顧客満足度調査の結果（１）（２）

前期比：

△3.2%

参考データ
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144

1,551
1,560

48

55

1,200

1,250

1,300

1,350

1,400

1,450

1,500

1,550

1,600

12/3期2Q
基礎利益
（調整後）

事業費
の改善

運用損益
の改善

その他 13/3期2Q
基礎利益
（調整後）

基礎利益 基礎利益（調整後）の変動要因（1）

（1） 基礎利益（調整後）＝ 基礎利益 + 変額年金の最低保証リスクに係る責任準備金繰入額

1,385 1,551 1,560 

1,373 

1,539 1,556 

0

500

1,000

1,500

2,000

11/3期
2Q累計

12/3期
2Q累計

13/3期
2Q累計

基礎利益（調整後）(1)基礎利益

逆ざや

12/3期2Q累計 487億円
13/3期2Q累計 313億円

（億円） （億円）

第一生命（単体）基礎利益

震災にかかる支払備金取崩の影響額

128

参考データ
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18,318 

16,087 

29,884 

26,064 

24,172 

19,156 

16,747 

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

08/3末 09/3末 10/3末 11/3末 12/3末 12/9末

41.3 45.0 45.4 47.0
53.1 54.6

15.3
14.7 13.0 12.2

11.2 10.6
1.3

1.3 1.2 1.5
1.5 1.7

6.3
8.6 9.9 12.1

9.1 8.3
7.5

5.5 4.8
4.9 4.8 5.014.9 9.9 11.0 8.5 7.5 6.6

4.6 5.0 5.2 4.9 5.0 4.8
4.1 4.3 4.2 4.3 4.1 4.0
4.9 5.7 5.2 4.6 3.7 4.3

08/3末 09/3末 10/3末 11/3末 12/3末 12/9末

（％）

国内株式の簿価 （1）（2）

（億円）

第一生命の財務基盤強化① 国内株式残高をコントロール

（1） 第一生命単体ベース
（2） 国内株式のうち時価のあるもの（子会社・関連会社株式、非上場国内株式は除く）

△5,015
（△20.8%）

資産の構成（一般勘定）（1）

確定利付資産
75.3％

確定利付資産
64.1％

その他

外国株式

不動産

円建債券

貸付金

短期金利運用

ヘッジ外債

株式

オープン外債

△2,409
（△12.6%）

△1,892
（△7.3%）

△3,820
（△12.8%）

△660
（△3.9%）

△838
（△4.4%）

参考データ

上
半
期
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国内債券の残存期間 (2)

(1) 一般勘定資産のうち円建債券とヘッジ外債を対象とする。簿価ベース。
(2) 一般勘定資産のうち国内債券を対象とする。時価ベース

確定利付資産のデュレーション

（年）

第一生命の財務基盤強化② 資産デュレーション長期化

5.1 5.7 6.8 8.2 9.4

7.7 7.5 6.9
7.5 6.82.4 2.8 3.6
2.6 2.4

0

5

10

15

20

09/3末 10/3末 11/3末 12/3末 12/9末

ヘッジ外債 その他円債 責任準備金対応債券

債券の積み増し状況 （1）

参考データ

11.5 
11.8 

12.5 

13.5 
13.9 

10

11

12

13

14

15

09/3末 10/3末 11/3末 12/3末 12/9末

（兆円）

54.4% 57.8%
62.9% 67.2% 69.9%

16.4% 13.6%
13.3%

12.7% 9.3%7.9% 6.2%
5.6%

4.1% 4.2%
13.8% 15.4% 8.7% 5.6% 5.9%

3.9% 3.2% 6.9% 9.0% 7.2%
3.6% 3.8% 2.6% 1.4% 3.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

09/3末 10/3末 11/3末 12/3末 12/9末

１年以下 １年超～３年以下 ３年超～５年以下

５年超～７年以下 ７年超～10年以下 10年超
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3.0 3.6 3.7

547.7% 575.9% 588.9%

0%

200%

400%

600%

11/3末 12/3末 12/9末
0

2

4

6

第一生命の財務基盤強化③含み損益 /ソルベンシー・マージン比率

含み損益（一般勘定）（1） ソルベンシー・マージン比率および実質純資産額（1）

（1） 第一生命単体ベース （ソルベンシー・マージン比率は2012年3月期間から適用された新基準）

実質純資産（右軸）ソルベンシー・マージン比率

（兆円）

<参考> 2012年9月末 連結ソルベンシー・マージン比率：
575.0％

参考データ

(億円）

12/3末 12/9末 増減

有価証券 12,156 11,668 △487

国内債券 7,906 9,411 +1,505

国内株式 2,978 1,054 △1,923

外国証券 1,144 1,085 △58

不動産 △365 △166 +198

その他共計 11,799 11,496 △302
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第一生命の財務基盤強化④金融市場への感応度（２０１２年９月末）

国内株式

国内債券

外国証券

（1） 各指標に対応する資産の時価総額の感応度
（2） 各指標に対応する資産の含み損益がゼロとなる水準。外国証券はドル円換算にて算出した、為替要因のみの含み損益がゼロになる水準

含み損益ゼロ水準（2）感応度（1）

日経平均株価
1,000円の変動で
1,900億円の増減
(2012年3月末：1,900億円)

10年国債利回り
10bpの変動で
2,200億円の増減
(2012年3月末：2,000億円)

ドル／円
1円の変動で
240億円の増減
(2012年3月末： 220億円)

日経平均株価
¥8,300

(2012年3月末：¥8,400)

ドル／円
$1 = ¥83
(2012年3月末：¥84)

10年国債利回り
1.2%

(2012年3月末：1.4%)

参考データ
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0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

09/3期 10/3期 11/3期 12/3期

（兆円）

変額年金 定額年金（円建）

定額年金（外貨建） 終身

根拠資料： 保険毎日新聞、ニッキン、日本経済新聞より当社作成
（1） 保険料ベース

銀行窓販市場と第一フロンティア生命

0

2,000

4,000

6,000

8,000

09/3期 10/3期 11/3期 12/3期 12/3期
2Q累計

13/3期
2Q累計

銀行窓販市場

変額年金 定額年金（円建）

定額年金（外貨建） 終身（外貨建）

新契約の商品タイプ別内訳（1）

（億円）

第一フロンティア生命

一時払商品の販売額推移（1）

参考データ
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アセットマネジメント事業

7.5

9.5 9.9
10.3

0

2

4

6

8

10

12

09/3末 10/3末 11/3末 12/3末

（兆円）

ＤＩＡＭの運用受託資産残高の推移

（注）運用受託資産は、投資顧問における運用受託資産と投資信託に係る運用受託資
産の単純和。

ジャナス・キャピタルの運用受託資産残高の推移

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

08/12末 09/12末 10/12末 11/12末 12/9末

ﾏﾈｰﾏｰｹｯﾄ ﾊﾞﾘｭｰ株 債券

ｸｵﾝﾂ ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ 成長株

（10億ドル）

参考データ
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海外事業は順調に成長

（1） 販売チャネルの人員は含まない。ただし、TAL社のダイレクト販売に関わる人員は、従業員数に含む
（2） 対応する期間は、ＴＡＬ社が4～9月、それ以外の3社は1～6月
（3) 為替は、1ﾄﾞﾝ=0.0038円､1ﾊﾞｰﾂ=2.49円､1ﾙﾋﾟｰ=1.41円､1豪ﾄﾞﾙ=81.12円で換算
(4) 比較対象はベトナム市場、タイ市場は収入保険料、インド市場は初年度保険料、オーストラリア市場は保有年換算保険料（保障性市場）。比較期間はベトナム市場、タイ
市場は2012年1月～6月、インド市場は2012年4月～8月、オーストラリア市場は2012年6月末

(5) 国営生保ＬＩＣを除く民間生保ベースでは1.9％

社名 従業員数(1)

(12/3末）
主力販売チャネル 主力商品 13/3期 上半期

保険料収入実績 (2) (3)
市場シェア(4)

前年同期比

第一生命ベトナム
（100%子会社、07年1月買収）

492名 個人募集代理人
ユニバーサル保険、
養老保険

6,046億ﾄﾞﾝ
（22.9億円）

+21.4% 7.5%

ＴＡＬ（オーストラリア）
(08年29.7%出資

⇒11年5月100%子会社化）
988名
独立アドバイザー(リテール）
ホールセール（団保）
コールセンター（ダイレクト）

保障性商品
（死亡・所得保障・高度
障害等）

962百万豪ﾄﾞﾙ
（780.5億円）

+17.5% 13.2%

スター・ユニオン・第一ライフ
（インド）

（出資比率26%、09年2月開業）
1,789名 銀行窓販

ユニットリンク保険、
養老保険

6,229百万ﾙﾋﾟｰ
（87.8億円）

+1.2% 0.5%

オーシャンライフ（タイ）
（出資比率24%、08年7月出資）

2,288名 個人募集代理人 養老保険
7,426百万ﾊﾞｰﾂ
（184.9億円）

+19.7% 4.1%

参考データ

(5)



39

0

500

1,000

1,500

2,000

FY2009 FY2010 FY2011 FY2011

1H

FY2012

1H

オーストラリア 保険料等収入（2）

これまでの取り組み

個人向け保障性商品販売の好調等に支えられ、高水
準の販売増を達成

今後の施策

マクロ環境は逆風が予想されるも、ダイレクト事業で開
始した大手損保（IAG/NRMA）との販売提携も活用し、
引き続き市場平均を上回る成長を目指す

(百万豪ドル）

0

500

1,000

1,500

FY2008 FY2009 FY2010 FY2011 FY2011

1H

FY2012

1H

（10億ドン）

ベトナム 保険料等収入の推移（1）

海外事業は順調に成長～各市場における施策

これまでの取り組み

収益性向上を狙い新ユニバーサル保険を販売開始。
引き続き個人代理人による販売業績は堅調に伸展し
ており、市場平均を上回る成長を維持

今後の施策

商品の多様化、チャネルの多様化を検討、販売増を維
持すると共に収益性の向上を図る

参考データ

(1） 会計年度は1月～12月。
(2)   会計年度は4月～3月。持分考慮前。 ２０１１年以降は、オーストラリアの会計基準で作成した財務諸表を、当社の開示基準に準じて組み替えた上で開示。
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海外事業は順調に成長～各市場における施策

(1） 会計年度は1月～12月。持分考慮前。

これまでの取り組み

各支部主体の個人代理人向け研修等の協働取組によ
る営業力強化等により、引き続き保険料収入は業界
平均を上回って推移

今後の施策

営業力強化に向けた各種協働取組の継続実施に加え
、商品別収益性分析の高度化、および収益性の高い
商品の販売占率拡大に向けた取組を実施することに
より、収益力強化を図る

（10億バーツ）

参考データ
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10

15

FY2009 FY2010 FY2011 FY2011

1H

FY2012

1H

（10億ルピー）

インド 保険料等収入（1）
これまでの取り組み

当局による手数料規制により市場成長が鈍化する中、
主力商品を従来のユニットリンク型の一時払商品から
より収益性の高い伝統的平準払商品へのシフト

今後の施策

銀行窓販チャネルの販売促進･支援体制を充実し、個
人代理人チャネルも拡大。引き続き商品ポートフォリオ
の調整により収益性向上を図り単年度黒字化を目指す

タイ 保険料等収入の推移（1）
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（億円）

＜参考＞

前提条件 EEV変化率 EEV変化率

修正純資産 保有契約価値 （12/3末）

2,682 △ 8,982 11,665 2,773

11% △ 36% 47% 10%

△ 3,448 7,756 △ 11,205 △ 3,594

△ 14% 31% △ 45% △ 14%

△ 2,399 △ 2,495 96 △ 2,611

△ 10% △ 10% 0% △ 10%

1,675 1 1,674 1,615

7% 0% 7% 6%

1,698 0 1,698 1,641

7% 0% 7% 6%

1,587 9 1,578 1,550

6% 0% 6% 6%

△ 99 △ 1 △ 97 △ 97

△ 0% △ 0% △ 0% △ 0%

296 - 296 330

1% - 1% 1%

△ 237 - △ 237 △ 264

△ 1% - △ 1% △ 1%

△ 97 - △ 97 △ 144

△ 0% - △ 0% △ 1%

第一生命グループのＥＥＶ 24,848 26,615

金利スワップションのボラティリティ25％上昇

解約失効率10％減少

保険事故発生率（死亡保険）5％低下

保険事故発生率（年金保険）5％低下

必要資本を法定最低水準に変更

リスク・フリー・レート50bp上昇

リスク・フリー・レート50bp低下

株式･不動産価値10％下落

事業費率（維持費）10％減少

株式･不動産価値のボラティリティ25％上昇

第一生命グループのＥＥＶ感応度

参考データ
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第一生命単体のＥＥＶ感応度

参考データ

（億円）

＜参考＞

前提条件 EEV変化率 EEV変化率

修正純資産 保有契約価値 （12/3末）

2,690 △ 8,776 11,467 2,778

11% △ 35% 45% 10%

△ 3,461 7,568 △ 11,029 △ 3,586

△ 14% 30% △ 44% △ 13%

△ 2,395 △ 2,412 17 △ 2,600

△ 9% △ 10% 0% △ 10%

1,615 - 1,615 1,554

6% - 6% 6%

1,598 - 1,598 1,558

6% - 6% 6%

1,507 - 1,507 1,482

6% - 6% 5%

△ 96 - △ 96 △ 94

△ 0% - △ 0% △ 0%

291 - 291 320

1% - 1% 1%

△ 79 - △ 79 △ 83

△ 0% - △ 0% △ 0%

△ 107 - △ 107 △ 155

△ 0% - △ 0% △ 1%

第一生命単体のＥＥＶ 25,285 27,150

金利スワップションのボラティリティ25％上昇

解約失効率10％減少

保険事故発生率（死亡保険）5％低下

保険事故発生率（年金保険）5％低下

必要資本を法定最低水準に変更

リスク・フリー・レート50bp上昇

リスク・フリー・レート50bp低下

株式･不動産価値10％下落

事業費率（維持費）10％減少

株式･不動産価値のボラティリティ25％上昇
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第一フロンティア生命のＥＥＶ感応度

参考データ

（億円）

＜参考＞

前提条件 EEV変化率 EEV変化率

修正純資産 保有契約価値 （12/3末）

44 △ 216 260 42

4% △ 18% 21% 4%

△ 36 195 △ 232 △ 61

△ 3% 16% △ 19% △ 5%

0 △ 90 90 0

0% △ 7% 7% 0%

10 - 10 11

1% - 1% 1%

△ 19 - △ 19 △ 26

△ 2% - △ 2% △ 2%

0 - 0 0

0% - 0% 0%

0 - 0 0

0% - 0% 0%

3 - 3 4

0% - 0% 0%

△ 175 - △ 175 △ 201

△ 14% - △ 14% △ 16%

10 - 10 12

1% - 1% 1%

第一フロンティア生命のＥＥＶ 1,231 1,222

金利スワップションのボラティリティ25％上昇

解約失効率10％減少

保険事故発生率（死亡保険）5％低下

保険事故発生率（年金保険）5％低下

必要資本を法定最低水準に変更

リスク・フリー・レート50bp上昇

リスク・フリー・レート50bp低下

株式･不動産価値10％下落

事業費率（維持費）10％減少

株式･不動産価値のボラティリティ25％上昇
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ＴＡＬのＥＥＶ感応度

参考データ

（億円）

＜参考＞

前提条件 EEV変化率 EEV変化率

修正純資産 保有契約価値 （12/3末）

△ 47 △ 11 △ 36 △ 43

△ 3% △ 1% △ 2% △ 3%

45 12 33 46

3% 1% 2% 3%

△ 4 △ 1 △ 2 △ 10

△ 0% △ 0% △ 0% △ 1%

51 1 49 50

4% 0% 3% 4%

117 0 117 106

8% 0% 8% 8%

80 9 70 67

6% 1% 5% 5%

△ 3 △ 1 △ 1 △ 3

△ 0% △ 0% △ 0% △ 0%

1 - 1 6

0% - 0% 0%

0 - 0 0

0% - 0% 0%

0 - 0 0

0% - 0% 0%

ＴＡＬのＥＥＶ 1,454 1,364

金利スワップションのボラティリティ25％上昇

解約失効率10％減少

保険事故発生率（死亡保険）5％低下

保険事故発生率（年金保険）5％低下

必要資本を法定最低水準に変更

リスク・フリー・レート50bp上昇

リスク・フリー・レート50bp低下

株式･不動産価値10％下落

事業費率（維持費）10％減少

株式･不動産価値のボラティリティ25％上昇
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連結損益計算書（1） 連結貸借対照表

連結財務諸表（要約）

（1） 特別勘定資産運用損は、責任準備金の戻入れで相殺されるため、経常利益に
影響するものではありません

-------------------------------------------------------------

参考データ

(億円）

12/3末 12/9末 増減

資産の部合計 334,686 337,058 +2,371

うち現預金・コール 5,643 6,512 +868

うち買入金銭債権 2,943 2,924 △18

うち有価証券 270,387 272,038 +1,650

うち貸付金 34,136 32,520 △1,615

うち有形固定資産 12,546 12,363 △183

うち繰延税金資産 2,845 3,438 +593

負債の部合計 324,769 328,058 +3,289

うち保険契約準備金 304,899 308,083 +3,184

うち責任準備金 298,627 301,823 +3,195

うち退職給付引当金 4,337 4,419 +82

うち価格変動準備金 748 889 +141

純資産の部合計 9,917 8,999 △917

うち株主資本合計 5,692 5,590 △102

うちその他の包括利益累計額合計 4,132 3,317 △815

うちその他有価証券評価差額金 4,834 3,873 △961

うち土地再評価差額金 △616 △380 +235

(億円）

12/3期
2Q累計

13/3期
2Q累計 増減

経常収益 24,697 23,377 △1,320

保険料等収入 18,076 17,077 △998

資産運用収益 5,062 5,042 △19

うち利息・配当金等収入 3,439 3,397 △41

うち有価証券売却益 1,464 1,259 △204

うち金融派生商品収益 41 28 △12

その他経常収益 1,558 1,256 △302

経常費用 24,093 22,488 △1,605

うち保険金等支払金 13,045 12,737 △307

うち責任準備金等繰入額 3,055 3,395 +339

うち資産運用費用 3,437 2,056 △1,380

うち有価証券売却損 569 315 △254

うち有価証券評価損 851 642 △208

うち特別勘定資産運用損 1,358 575 △783

うち事業費 2,289 2,283 △5

経常利益 604 888 +284

特別利益 235 45 △190

特別損失 300 207 △93

契約者配当準備金繰入額 347 389 +41

税金等調整前中間純利益 191 337 +146

法人税等合計 89 63 △26

少数株主損失（△） △21 △6 +15

中間純利益 123 280 +156
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損益計算書（1） 貸借対照表

第一生命（単体）財務諸表（要約）

（1） 特別勘定資産運用損は、責任準備金の戻入れで相殺されるため、
経常利益に影響するものではありません

参考データ

(億円）

12/3期
2Q累計

13/3期
2Q累計

増減

経常収益 22,483 20,373 △2,110

保険料等収入 16,000 14,299 △1,701

資産運用収益 4,923 4,850 △73

うち利息・配当金等収入 3,428 3,360 △68

うち有価証券売却益 1,463 1,255 △208

その他経常収益 1,559 1,223 △335

経常費用 21,722 19,486 △2,235

うち保険金等支払金 12,212 11,710 △501

うち責任準備金等繰入額 2,385 1,960 △425

うち資産運用費用 2,879 1,882 △997

うち有価証券売却損 569 314 △254

うち有価証券評価損 851 651 △199

うち特別勘定資産運用損 896 458 △438

うち事業費 2,035 1,987 △48

経常利益 761 886 +125

特別利益 4 45 +40

特別損失 296 205 △91

契約者配当準備金繰入額 347 389 +41

税引前中間純利益 121 337 +215

法人税等合計 59 36 △22

中間純利益 61 300 +238

(億円）

12/3末 12/9末 増減

資産の部合計 314,619 315,685 +1,065

うち現預金・コール 4,992 5,713 +720

うち買入金銭債権 2,943 2,924 △18

うち有価証券 253,334 253,906 +571

うち貸付金 34,125 32,508 △1,616

うち有形固定資産 12,541 12,359 △182

うち繰延税金資産 2,826 3,418 +592

負債の部合計 304,335 306,254 +1,918

うち保険契約準備金 285,299 287,127 +1,828

うち責任準備金 280,116 282,030 +1,913

うち危険準備金 4,230 4,410 +180

うち退職給付引当金 4,320 4,398 +78

うち価格変動準備金 744 884 +140

純資産の部合計 10,283 9,431 △852

うち株主資本合計 6,103 6,021 △82

うち評価・換算差額等合計 4,178 3,405 △772

うちその他有価証券評価差額金 4,794 3,795 △999

うち土地再評価差額金 △616 △380 +235
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第一フロンティア生命財務諸表（要約）

損益計算書 貸借対照表

参考データ

(億円）

12/3期
2Q累計

13/3期
2Q累計

増減

経常収益 1,678 2,198 +520

うち保険料等収入 1,485 2,037 +552

うち資産運用収益 192 159 △32

経常費用 1,898 2,278 +379

うち保険金等支払金 457 563 +105

うち責任準備金等繰入額 836 1,405 +568

うち資産運用費用 529 218 △310

うち事業費 70 85 +14

経常利益（△は損失） △220 △79 +140

特別損益 △0 △1 △1

△220 △81 +139

法人税等合計 0 0 △0

中間純利益（△は損失） △220 △81 +139

税引前中間純利益（△は損失）

(億円）

12/3末 12/9末 増減

資産の部合計 18,606 20,007 +1,401

うち現預金・コール 232 345 +113

うち有価証券 17,668 18,846 +1,178

負債の部合計 17,699 19,130 +1,430

うち保険契約準備金 17,498 18,902 +1,404

うち責任準備金 17,485 18,890 +1,405

うち危険準備金 571 585 +13

純資産の部合計 906 877 △28

うち株主資本合計 867 786 △81

資本金 1,175 1,175 - 

資本剰余金 675 675 - 

利益剰余金 △982 △1,063 △81
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豪ＴＡＬ財務諸表（要約）

損益計算書(1)(2) 貸借対照表(1) (2)

（百万豪ドル） （百万豪ドル）

参考データ

12/3期
2Q累計

13/3期
2Q累計 増減

経常収益 1,095 1,195 99
保険料等収入 818 962 143
資産運用収益 13 105 92
その他経常収益 263 127 △136
経常費用 994 1,098 103
保険金等支払金 550 639 88
責任準備金等繰入額 72 157 85
資産運用費用 106 17 △89
事業費 227 241 14
その他経常費用 37 42 4
経常利益 101 97 △4
特別損失 2 -          △2
法人税等 35 28 △6
中間純利益 63 68 5

56 70 14
修正利益
(Underlying profit)

12/3末 12/9末 増減

資産の部合計 5,067 5,235 167
現預金 378 444 65
有価証券 2,659 2,657 △2
有形固定資産 2 2 △0
無形固定資産 1,294 1,277 △16
のれん 783 783 -          
その他の無形固定資産 511 494 △16
再保険貸 90 118 28
その他資産 641 735 94
負債の部合計 3,343 3,447 103
保険契約準備金 2,369 2,431 61
再保険借 215 258 42
その他負債 670 651 △19
繰延税金負債 87 106 19
純資産の部合計 1,724 1,787 63
株主資本合計 1,724 1,787 63
資本金 1,630 1,630 -          
利益剰余金 93 157 63

（1） 連結対象の豪持株会社（TAL Dai-ichi Life Australia Pty Ltd）に係る数値
(2) オーストラリアの会計基準で作成した財務諸表を、当社の開示基準に準じて組み替えた上で開示しております（修正利益を除く）
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配当性向

20－30％
株主配当総額 ×＝

【基本的な考え方】

連結当期純利益に危険準備金の法定超過繰入額（税引後）を加算するなどし
て算出した、実質的な収益力を示す指標

連結・単体の
業績動向

市場環境

規制動向

その他の要素

など

連結

修正純利益

参考データ

２０１１年３月期（実績） ２０１２年３月期（実績） ２０１３年３月期（予想）

1,600円／株 1,600円／株 1,600円／株

配当政策
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第一生命保険株式会社

経営企画部 IR室
電話：050－3780－6930

本資料の問い合わせ先

免責事項

本プレゼンテーション資料の作成にあたり、第一生命保険株式会社（以下「第一生命」または｢当社｣という。）は当社が入手可能なあらゆる情報の正

確性や完全性に依拠し、それを前提としていますが、その正確性または完全性について、当社は何ら表明または保証するものではありません。本プ

レゼンテーション資料に記載された情報は、事前に通知することなく変更されることがあります。本プレゼンテーション資料およびその記載内容につい

て、当社の書面による事前の同意なしに、第三者が公開または利用することはできません。

将来の業績に関して本プレゼンテーション資料に記載された記述は、将来予想に関する記述です。将来予想に関する記述には、これに限りませんが

「信じる」、「予期する」、｢計画｣、｢戦略｣、「期待する」、「予想する」、「予測する」または｢可能性｣や将来の事業活動、業績、出来事や状況を説明する

その他類似した表現を含みます。将来予想に関する記述は、現在入手可能な情報をもとにした当社の経営陣の判断に基づいています。そのため、こ

れらの将来に関する記述は、様々なリスクや不確定要素に左右され、実際の業績は将来に関する記述に明示または黙示された予想とは大幅に異な

る場合があります。したがって、将来予想に関する記述に依拠することのないようご注意ください。新たな情報、将来の出来事やその他の発見に照ら

して、将来予想に関する記述を変更または訂正する一切の義務を当社は負いません。


